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産学連携による人材育成への取り組み
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産学連携による人材育成の必要性

• 我が国は、大量生産の「キャッチアップ時代」から、自ら知の創造と高付加価値
化（差別化、サービス化）を創出する「フロントランナー時代」へ移行。

• 技術・社会の変革が進展し、産業競争力の強化が求められる中で、特に変化の
激しい先端的分野・領域においては、新たな知の創造と、世界を見据えた知の活
用を迫られている。

• 人材育成においては、従来は「工業化社会」に合致した体系的知識移転が中心
であったが、今や、急速に変貌する実践の場に即応した人材へのニーズが高
まっている。

• 一方、高度化・複雑化したがゆえに、これらの状況に対応する人材育成に、企業
が自らだけでは対処しきれなくなり、教育機関による実践的人材育成への期待
が高まっている。

• そのため、実践の場を担いニーズを抱える「産」と、教育機能を担う「学」の連携
により、実践的な人材育成を推進する必要。
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Ⅰ．技術経営（ＭＯＴ）人材の育成Ⅰ．技術経営（ＭＯＴ）人材の育成
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Ⅰ－１．技術経営の必要性①

主要国と比較して、９０年代の我が国は、８０年代より民間研究開発投資が増加したにも拘わ主要国と比較して、９０年代の我が国は、８０年代より民間研究開発投資が増加したにも拘わ

らず、経済成長における技術進歩の寄与は減少。らず、経済成長における技術進歩の寄与は減少。

我が国においては、近年研究開発活動の成果を事業化・経済発展に結実できていないという問我が国においては、近年研究開発活動の成果を事業化・経済発展に結実できていないという問

題がある。題がある。

我が国の研究開発と経済成長との関係我が国の研究開発と経済成長との関係我が国の研究開発と経済成長との関係

主要国の民間研究開発投資と経済成長における技術進歩との関係（８０年代と９０年代の比較）
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３←減少 民間研究開発投資の対売上高比率の変化 増大 → 出典：ＯＥＣＤ



Ⅰ－１．技術経営の必要性②

製造業の研究開発投資は利益につながりにくくなってきている。製造業の研究開発投資は利益につながりにくくなってきている。製造業の研究開発投資は利益につながりにくくなってきている。

出典：平成１４年度科学技術の振興に関する年次報告
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Ⅰ－１．技術経営の必要性③

日本でこそ技術経営プログラムが必要な理由

【GDPに占める製造業の割合】
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【研究費の87.1％が製造業】

（出所）OECD｢National Accounts｣ （出所）総務省「平成15年科学技術研究調査報告」

技術経営（ＭＯＴ）プログラム

研究技術・事業開発マネージャー養成プログラム

●主対象： 製造業、支援サービス業 等

●研究・技術開発の投資効率を最大化する方法

ゼネラル・マネージャー養成プログラム

●主対象： 流通、サービス、金融業 等

●ビジネスの場における問題解決手法
●「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」といった
経営資源全般の有効活用手法

従来型米国ＭＢＡの一般的傾向
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Ⅰー１．技術経営の必要性④

• MOT (Management of Technology) とは、技術を事業の核とする企業・組織が次世代の事業を
継続的に創出し、持続的発展を行うための創造的かつ戦略的なイノベーションのマネジメント。

• 我が国においては、高い科学技術力を経済価値に繋げることが出来ていないとことが指摘さ
れており、技術と経営の双方を理解するＭＯＴ人材の育成が急務。

主要経済圏30ヶ国の比較における我が国競争力
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Ⅰ－１．技術経営の必要性⑤

研究者から「マネジメント人材」や「科学技術と社会を媒体する人材」の不足が指摘されている。研究者から「マネジメント人材」や「科学技術と社会を媒体する人材」の不足が指摘されている。研究者から「マネジメント人材」や「科学技術と社会を媒体する人材」の不足が指摘されている。

出典：平成１４年度科学技術の振興に関する年次報告
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Ⅰ－２．我が国におけるMOT人材育成の現状及び目標①

• 米国の大学・大学院では既に１６０を超える大学で技術経営コースが設置され、年間１万人を超
えるＭＯＴ人材を輩出していると推定される。我が国においては、ここ数年で技術経営に関する

コースの設置が相次いでいるものの、未だ数百名規模であり、依然として不十分と言わざるを

得ない状況。

• 我が国においても、ＧＤＰ比等を勘案した上で米国と同水準、或いはそれ以上の ＭＯＴ人材を
育成することが必要であり、今後５年間（２００３～２００７）の目標として ＭＯＴ人材１万人／年

体制の構築を目指す。

• 米国の大学・大学院では既に１６０を超える大学で技術経営コースが設置され、年間１万人を超
えるＭＯＴ人材を輩出していると推定される。我が国においては、ここ数年で技術経営に関する

コースの設置が相次いでいるものの、未だ数百名規模であり、依然として不十分と言わざるを

得ない状況。

• 我が国においても、ＧＤＰ比等を勘案した上で米国と同水準、或いはそれ以上の ＭＯＴ人材を
育成することが必要であり、今後５年間（２００３～２００７）の目標として ＭＯＴ人材１万人／年

体制の構築を目指す。

・米国ＭＯＴ：１９９４年で１０１大学 約７６００人／年、
２００２年で１６０大学 約１．２万人／年と推計され、
２００７年で約２１５大学 約１．６万人／年。
（参考）ＭＢＡでは、米国：７００校、約１０万人／年。

・日本ＭＯＴ：我が国の科学技術成果の事業化を推進するため、製造業の比率が高いと
いう産業構造の違いを勘案すると、米国と同水準、或いはそれ以上の
ＭＯＴ人材が活躍することが求められている。
ＧＤＰ比を考慮すると約１万人／年程度の需要が見込まれる。

・米国ＭＯＴ：１９９４年で１０１大学 約７６００人／年、
２００２年で１６０大学 約１．２万人／年と推計され、
２００７年で約２１５大学 約１．６万人／年。
（参考）ＭＢＡでは、米国：７００校、約１０万人／年。

・日本ＭＯＴ：我が国の科学技術成果の事業化を推進するため、製造業の比率が高いと
いう産業構造の違いを勘案すると、米国と同水準、或いはそれ以上の
ＭＯＴ人材が活躍することが求められている。
ＧＤＰ比を考慮すると約１万人／年程度の需要が見込まれる。

需要推計
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Ⅰ－２．我が国におけるMOT人材育成の現状及び目標②

平成１５年度ＭＯＴ人材育成規模計現状現状現状

９

目標目標目標 ２００７年度末までに、米国並のＭＯＴ人材年間１万人供給体制の確立を目指す
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